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社会福祉施設へ労働災害防止を指導！ 

－初のアンケート調査で、約６割の事業場で労働災害が発生していることが判明－ 
 

 

○ 県内の労働災害の８.７％を占め、増加傾向にある「社会福祉施設」にお
ける労働災害の防止に向け、厚生労働省長崎労働局では、初めてのアンケ
ート調査を実施した。 

○ その結果、①約６割の事業場で労働災害が発生している、②多くの事業
場で、安全衛生教育、腰痛対策、転倒対策など多くの事業場が労働災害防
止対策をとってはいるものの、労働災害の防止につながっておらず、質的
な改善が必要、といった課題が明らかとなった。 

○ 長崎労働局・労働基準監督署においては、今回の調査結果も活用しつつ、
社会福祉施設に対する集団・個別指導等を行うなど、労働災害防止に向け
た取組を強化していく。 

 

 

１ 社会福祉施設における問題点・課題 

○ 長崎県内の社会福祉施設における労働災害は、県全体の８.７％を占めており、県内
の労働災害を着実に減少させていく上で、極めて大きな課題となっている。 

○ 最近の動きをみても、平成２２年の５９件から２３年には１２２件と倍増し（２.
０７倍）、本年も既に６１件の労働災害が発生しており（８月末現在）、高止まりの状
況にある。 

また、その内容としては、「転倒災害」や「腰痛」にかかるものが約６割を占めてい
る。 
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２ 長崎労働局におけるアンケート調査の実施 

○ このような中で、長崎労働局（局長 中原 正裕）では、県内の社会福祉施設に対し、
労働災害防止に関する初めてのアンケート調査を実施し、この度、結果を取りまとめ
た。 

（対  象） 長崎県内の労働者数５０名以上の社会福祉施設 

（回収状況） 回答事業場数８８、回収率６８．２％ 

 

３ 調査結果の概要 

  ① 約６割（５９．１％）という高い割合で、労働災害が発生している。 

  ② 労働者を雇い入れた時や、管理的職員に対する安全衛生教育の実施は、それぞれ
８０．７％、７７．３％に止まる。 

  ④ 労働災害防止に有効な「４Ｓ活動」（整理、整頓、清掃、清潔）は、約７割の事業
所で実施されている。 

 
４ 調査結果について 
① （労働基準監督署への届け出を要しない休業３日以内の労働災害を含め）社会福祉
施設において労働災害が多く発生している実態が改めて明らかになったものと認識
している。 

② 災害の要因分析をしっかりと行うなど、再発防止に向けた取組を拡げる必要がある。
また、新たに雇い入れた労働者や、管理的職員に対する安全衛生教育の実施対象の拡
大や内容の質的充実も課題となる。 

③ 「４Ｓ活動」や「転倒防止」への取組については一定の普及が見られるものの、労
働災害の中で「転倒災害」や「腰痛」が約６割を占めている現状を踏まえれば、その
更なる普及と内容面の充実が課題となる。 

   

  社会福祉施設は、安全管理者などの選任義務がない業種であり、労働災害防止に関
する取組みが低調な事業者が少なくない。 

一方で、労働災害防止への取組を通じて良好な就労環境を形成していくことは、社
会福祉施設への人材の確保・定着を図る観点からも、重要な社会的要請となっている。 

   長崎労働局・県内６労働基準監督署においては、今回の調査結果も活用し、①長崎 
  県などとも連携しながら、介護サービス事業者への集団指導やパンフレットの配布等 
  を通じて注意喚起を図るとともに、②安全衛生活動の低調な事業場等に対しては個別 
  指導を実施するなど、社会福祉施設における労働災害の防止を強化していくこととし 
  ている。 
 

 

 


